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2020年の就業構造の将来予測について

平成24年4月27日デフレ脱却等経済状況検討会議（資料５）

人工知能やロボット等による代替可能性が高い労働人口の割合

10～20年後に、日本の労働人口の約49％が、技術的には人工知能やロボット等により
代替できるようになる可能性が高いとの推計結果が出ている。

人工知能やロボット等による代替可能性が高い労働人口の割合（日本、英国、米国の比較）

（資料）2015年12月2日株式会社野村総合研究所News Release

※日本データは、株式会社野村総合研究所と英オックスフォード大学のマイケル A. オズボーン准教授及び
カール・ベネディクト・フレイ博士との共同研究（2015年）
米国データは、オズボーン准教授とフレイ博士の共著”The Future of  Employment”（2013年）
英国データは、オズボーン准教授、フレイ博士、デロイトトーマツコンサルティング社による報告結果（2014年）
から採っている。

※日本データは国内601種類の職業について、それぞれ人工知能やロボット等で代替される確率を試算。

49％
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人口の推移と将来人口

（資料）1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、2015年～2060年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。
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国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、2040年には年少人口が1,073万人、
生産年齢人口が5,787万人まで減少。我が国の総人口の三分の一が65歳以上となる。

（千人）

1,073万人
（10.0％）

5,787万人
（53.9％）

3,868万人
（36.1％）

（出典）平成39年以前は文部科学省「学校基本統計」、平成40年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成
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１８歳人口（男女別）の将来推計

我が国の18歳人口の推移を見ると、平成2005年には約137万人であったものが、平成2016年には約119万人にまで減少し、さらに2040年
には現在のおよそ３分の２にあたる約80万人となるという推計もある。

平成28年
（2016年）

- 3-



16 18 20 21 22 25 
29 31 33 33 33 36 38 39 41 42 42 43 43 41 41 41 41 42 42 41 44 47 47 48 49 52 54 55 56 57 58 59 59 59 60 60 61 60 60 60 60 61 61 61 62 61 61 61 61 62 62 

4 5 
6 6 6 

8 

11 
12 13 13 13 

14 14 15 
16 

17 17 18 18 18 18 18 18 18 18 17 
21 

22 22 23 24 
25 

25 25 24 23 22 21 19 17 14 13 12 11 11 10 9 8 8 7 7 7 6 6 6 6 6 5 

15 18 18 19 20 20 22 22 21 

25 
27 29 

31 
34 

35 
36 36 34 34 34 33 32 

31 31 31 33 34 34 33 
30 28 

25 25 27 26 26 27 26 27 27 

200 

190 

197 

177 

140 

195 

249 

243 

236 

213 

195 

185 

174 

167 
162 

156 154 

162 
158 156 158 

161 
164 

172 
168 

156 

185 
188 188 

193 

201 
204 205 

198 

186 

177 
173 

168 

162 

155 
151 151 150 

146 
141 

137 
133 

130 

124 
121 122 120 119 

123 
118 120 119 120 118 117 117 

114 112 
110 

106 
109 109 108 107 

104 
101 99 

93 
96 

102 
99 

87 

116 

156 
160 160 

150 

140 
136 

132 133 134 133 133 

140 139 138 140 
142 

145 

152 
148 

137 

162 
165 165 

170 

177 
180 181 

176 

166 

159 
155 

150 

144 

136 
133 133 132 

128 
124 

120 
117 

115 

109 
107 107 106 106 

109 
105 107 106 

56.8%

80.0%

93.9%

61.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

50

100

150

200

250

35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43

万
人

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

進学率２（大学＋短大）

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

出典：文部科学省「学校基本統計」、平成41年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成
※進学率、現役志願率については、少数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移するが、３３年頃
から再び減少することが予測されている。

年

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移

大学:             52.0％
短大:               4.9％
高専４年次:     0.9％
専門学校:      22.3％

大学: 52.0％
短大:  4.9％

大学: 56.0％
短大:  5.1％

高等教育段階への進学率（2014年）

学士課程

(%)

59

49

(%)
高等教育段階全体

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ト
ル
コ

デ
ン
マ
ー
ク

チ
リ

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ス
イ
ス

日
本

ポ
ー
ラ
ン
ド

ス
ペ
イ
ン

ス
ロ
ベ
ニ
ア

オ
ラ
ン
ダ

イ
ス
ラ
エ
ル

オ
ー
ス
ト
リ
ア

チ
ェ
コ
共
和
国

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
各
国
平
均

ベ
ル
ギ
ー

ポ
ル
ト
ガ
ル

ド
イ
ツ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

イ
ギ
リ
ス

ス
ロ
バ
キ
ア
共
和
国

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

イ
タ
リ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

メ
キ
シ
コ

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

80 

68

注：オーストラリア、カナダ、フランス、韓国等については、数値データが提
出されていない。
＊ データ提出は27か国

注：カナダ、フランス、アメリカ合衆国については、数値データが提出さ
れていない。
＊ データ提出は32か国
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52

【データ出典】図表で見る教育２０１６年版

我が国の大学学士課程への進学率は49％であり、OECD平均の59％と比べると低いが、専門学校等を含めた高等教育機関全体への進学
率は80％であり、OECD平均68％を上回っている。
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出典：文部科学省「学校基本統計」

平成17年（2005年）と比較して我が国の高等教育機関の総数は減少している。この間、大学の数は、短期大学からの転換等もあり、
726校から777校へと増加している。

■大学（学部）
■短期大学（本科）
■高等専門学校（本科４・５年次）
■専門学校
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各高等教育機関の在学者数の推移各高等教育機関の在学者数の推移

出典：文部科学省「学校基本統計」

（万人）

平成17年（2005年）と比較して我が国の高等教育機関の在学者数の総数は減少している。大学（学部）の学生数は251万人から257万人へ
増加している。

■大学（学部）
■短期大学（本科）
■高等専門学校（本科４・５年次）
■専門学校

合計
344 合計

330
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日本の「学士」課程、「修士」課程及び「博士」課程おける社会人入学者の割合は、低いものにとどまっている。

各国の高等教育における社会人入学者の割合（2014年）

％

％

％

①２５歳以上の「学士」課程への入学者の割合

②３０歳以上の「修士」課程への入学者の割合 ③３０歳以上の「博士」課程への入学者の割合

出典：OECD Education at a  Glance  (2016）。留学生を除いた入学者に占める25歳又は30歳以上の割合
ただし、日本の数値については、 ①「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（留学生を含む）。

②「学校基本統計」による修士課程及び専門職学位課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む）
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出典：OECD「Education at a Glance 2016」

各国の学生に占める留学生の割合（2014年）

％

学士課程において留学生が占める割合は、OECD平均は4.9％であるのに対して、日本は2.5％にとどまる。
修士課程については， OECD 平均は 12.4％であるのに対して，日本は7.6％。博士課程については， OECD 平均は 27.4％であるのに対して，
日本は19.1％と，イギリスやアメリカ等と比較して少ない。
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進
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率

(

％
）

○都道府県別高校新卒者の大学進学率

○都道府県別の大学進学率の格差（最も高い県の進学率と最も低い県の進学率の差）は、平成１７年と比較して約８ポイント
拡大している（２５ポイント→３３ポイント）。

出典：文部科学省「学校基本統計（平成17年度版）」

大学進学率の地域間格差
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３３ポイントの幅

出典：文部科学省「学校基本統計（平成28年度版）」

（計算式） 直ちに大学（学部）に進学した者 あ

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者
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※4年制大学、短期大学、専門学校それぞれに進学した者の割合は小数点以下を
切上げた値を示している。

○ 平成28年度の都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率は、京都(79.8%)が最も高く、青森(57.8%)が最も低い。

京都と青森では22.0ポイントの差。

22.0ポイントの差

４年制大学

短期大学

専門学校

% （計算式） 直ちに大学、短大、専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者

都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率（平成28年度）

出典：文部科学省「学校基本統計（平成28年度版）」

80

58

■４年制大学 ■短期大学 □専門学校
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※東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県の合計。

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2015年）
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○ 東京圏への転入超過数の大半は20～24歳、15～19歳が占めており、大卒後就職時、大学進学時の転入が考えら
れる。近年は「20～24歳」の割合が増加傾向。

2014年 2015年

東京圏への転入超過数（2010年-2015年、年齢階級別）
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自県 域内 東京圏（東京・神奈川・千葉・埼玉） その他

出典：文部科学省「学校基本統計（平成28年度）」

各都道府県高卒者の大学進学先（自県・域内・東京圏・その他）

※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏、甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州

○東京圏の大学には東京圏をはじめとする東日本からの進学が多い。また、西日本では、地域ブロックの中心となる府県への進学が多い。
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都道府県別大学進学者収容力（平成27年度）

【出典】○大学入学定員数…文部科学省調べ ○大学進学者数…文部科学省「学校基本統計（平成27年度）」
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（％）

○大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の大学進学者数）×100

○ 東京都及び京都府の大学進学者収容力が約200％と突出している一方、50％に満たない県も存在している。

北海道 東北 北関東 東京圏 甲信越 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州

進学者数 20,339 35,415 33,367 182,434 23,621 72,969 13,936 110,340 33,395 16,613 60,047
入学定員 18,417 27,110 18,058 236,674 12,333 55,837 10,117 121,071 29,699 10,617 51,098
入学者数 18,807 25,439 18,711 254,427 13,855 58,027 10,480 127,065 29,784 10,445 50,467
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【出典】文部科学省「学校基本統計（平成27年度）」

（人）

ブロック別大学入学定員、大学進学者数及び大学入学者数（平成27年度）

（地域区分）※出身高校の所在地
○東北：青森、岩手、秋田、宮城、山形、福島、○北関東：茨城、栃木、群馬、○東京圏：東京、千葉、埼玉、神奈川、○甲信越：新潟、長野、山梨、○東海：静岡、愛知、岐阜、三重、
○北陸：石川、富山、福井、○近畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、○中国：鳥取、島根、岡山、広島、山口、○四国：徳島、香川、高知、愛媛、
○九州：福岡、大分、佐賀、長崎、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄

※欄外カッコ内は自県への進学者数

（13,885） （12,091） （7,748） （87,212） （6,397） （35,667） （4,338） （49,659） （13,525） （4,510） （27,673）

○ 東京圏と近畿は大学進学者数に比べて大学入学者数が多く、その他の地域ブロックは大学進学者数に比べて大学
入学者数が少なくなっている。
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地域別の入学定員充足率の推移（私立大学）

（日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」より作成）

114.16 114.09 

107.23 

113.01 

105.70 

101.80 

110.16 

101.26 

105.48 
104.72 

94.73 94.22 

103.76 

109.90 110.04

105.33 
104.29 

106.82 

101.05 

96.93 97.32 

99.92 100.35 

102.22 

97.23 

88.62 

99.09 

105.04 

80

90

100

110

120

東京 南関東 東海 京都/大阪 近畿 北海道 東北 北関東 甲信越 北陸 中国 四国 九州 全国

H17 H27

（地域区分）
東京： 東京、 南関東： 埼玉・千葉・神奈川、 東海： 岐阜･静岡・愛知・三重、 京都/大阪： 京都・大阪、 近畿： 滋賀・兵庫・奈良・和歌山、
北海道： 北海道、 東北： 青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島、 北関東： 茨城・栃木・群馬、 甲信越： 新潟・山梨・長野、
北陸： 富山・石川・福井、 中国： 鳥取・島根・岡山・広島・山口、 四国： 徳島・香川・愛媛・高知、 九州： 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄

充足率

（%）

80

0

○地域別の私立大学の入学定員充足率は、平成17年から平成27年にかけて全国的に減少傾向であり、100％に満たない地域もある。

■ 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して、教育機関への公財政支出は、ＯＥＣＤ諸国の中で最低の水準であり、約半分の水準。

高等教育への公財政措置等に関する国際比較
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（出典）「OECD 図表でみる教育（2016）」

高等教育への公財政支出（教育機関への支出・対ＧＤＰ）

（2013年）

■ 日本は家計の負担割合が高い。
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は、公費負担に
は含まれない。

教育費の公費・私費負担割合

（出典）OECD「図表でみる教育（2016）」より作成
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その他私費

■ 日本は授業料が高く、奨学金受給率が低い。
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